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2000 年代後半以降の中南米地域では、マクロ経済の安定を背景に政治・経済面での自

立の動きが見られるようになり、この中で脱ドル化も模索されている。貿易決済でのド

ル依存からの脱却は BRICs の枠組みでも打ち出されている取り組みだが、中南米地域

でも課題は抱えつつも前進は見られる。一方で、従来国内でドルの使用比率が高かった

国々でも、経済の安定・政策への信認を背景にドル化比率の顕著な低下が見られる。 
歴史的にドルの強い影響下に置かれてきた中南米地域にとって脱ドル化自体は遠大

な目標であり、非常に時間のかかるプロセスである事には変わりはないが、着実に準備

が進んでいる事は見落とせない。 
 
 

1. 対外取引面での脱ドル化の模索 
中南米地域の自立の動きとしては、2005 年の南米諸国の政治・経済統合を促進するた

めの南米共同体の枠組み創設や、2007 年の南米地域のインフラ整備を支援するための

南米銀行の設立などが挙げられる。通貨面での自立も以下のような脱ドル化の模索にお

いて、課題を抱えつつも前進は見られる。 
 

(1) 貿易決済での自国通貨利用の促進 
2008 年秋のグローバル金融危機以降の中南米では、ドル依存体制からの脱却を志向し

て、貿易取引での自国通貨決済促進の動きが見られる。ブラジルでは、2008 年 10 月か

らアルゼンチンとの間で貿易取引での自国通貨決済を開始したが、2009 年以降開催さ

れている BRICs サミットでも、貿易取引での BRICs 通貨での決済促進の方向性が打ち

出されている。ブラジル・アルゼンチン間の自国通貨建て貿易決済は、このような動き

と歩調を合わせたものである。 
ブラジルからアルゼンチン向けのレアル建て輸出の件数は着実に伸びており（図表 1）、

取引件数は年間累計で、2009 年は約 1,200 件、2010 年は約 3,400 件、2011 年は約 5,000
件となっている。この背景には、両国の為替相場（レアルとペソの交換比率）が 2010
年以降 2.1～2.5 のレンジで安定推移している事も大きな要因になっていると思われる。 
これに対して、ブラジルのペソ建て輸入（アルゼンチン側のペソ建て輸出）は、月間

数件程度で殆ど変わっていない。この背景には、アルゼンチンが 2000 年代を通じて国

際金融界から孤立しており、同国の通貨ペソが隣国ブラジルでも殆ど利用されていなか

った事が大きく影響していると思われる。自国通貨決済はブラジルとアルゼンチンを中

心とする地域統合の枠組みのメルコスール全体にも今後拡大する事が想定されている
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が、二国間の貿易で自国通貨建て貿易取引が双方向に増加する事の難しさを示している。 
 

図表 1: レアル建て輸出の件数(月次)とレアル・ペソの為替レート 
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（注）為替レートは、1 レアル当たりのペソ 
（出所）ブラジル中銀の HP より作成 

 
(2) 地域通貨単位による貿易決済 
次に、ベネズエラ・キューバ・ボリビア・エクアドルなど反米的な立場を取る国々の

集まりである ALBA（米州ボリバル代替統合構想）での地域通貨単位利用の動きについ

ては以下の通りである。 
2009 年 10 月の ALBA の首脳会議において、米国への牽制・ドル依存からの脱却とい

う政治的な意図を背景に貿易取引の決済手段としての地域通貨単位スクレ（SUCRE、
参加国通貨をウェイト付けした合成通貨）の創設が合意された。ALBA 諸国間の貿易取

引では、ベネズエラとキューバの取引が中心であり、エクアドルとボリビアの存在感は

小さく（図表 2）、スクレは実態的にはベネズエラとキューバを中心とする ALBA 主要

4 か国の貿易間の決済単位という位置付けにある。 
2010 年 1 月よりスクレによる決済が開始されて 2010 年は 0.4 億ドル（件数は 6 件）

の取引実績に留まったが、2011 年は 2.7 億ドル（件数は 431 件）の取引実績となった 1。

2010 年から 2011 年にかけての取引実績の伸びが示しているように、将来的にはALBA
諸国間の貿易の大半でスクレによる決済が利用される事も予想される。ALBA諸国の貿

易の規模自体は非常に小さいものであるが、ドル離れを実現しつつある貿易決済同盟と

して、今後の動向が引き続き注目される。 
 

図表 2: ALBA主要国間 2の貿易取引(2010 年)  (単位:百万ドル) 
   輸入 
輸出 ベネズエラ キューバ ボリビア エクアドル 合計 

ベネズエラ  3,131 126 458 3,715 
キューバ 226  2 2 230 
ボリビア 94 -  16 110 
エクアドル 819 12 15  836 

合計 1,139 3,143 143 476  
（注）縦列が輸出サイドの国を、横列が輸入サイドの国を示す 
（出所）IMF の DTS より作成 

                                                   
1 数字は SUCRE のサイト（SUCREALBA）の記事に拠った。  
2 ALBA のメンバーは表の 4 か国以外にも存在する（アンディグア・バーブーダ、ドミニカ国、セントビ

ンセント・グレナディーン）が、このカリブ海の 3 か国は経済規模が著しく小さいため表から除いている。 
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2. 高ドル化国でのドル化比率の低下と意義 
以上は対外貿易取引面での脱ドル化の模索の状況であるが、次に国内でのドルの流通

（ドル化比率）の観点から脱ドル化の状況について見る。 
 
(1) 域内諸国の国内でのドルの流通度合い 
2000 年代半ば頃の中南米諸国におけるドルの浸透状況を、ドル化比率（当該国の預

金・貸出に占める外貨建ての預金・貸出の割合）を中心に整理したのが図表 3 である。 
国内で外貨建ての取引を認めていないブラジル、コロンビア、ベネズエラの 3 か国を

除くと、中南米地域の多くの国では国内でドルが利用されており、利用度合いに応じて

3 つのカテゴリーに分類できる 3。 
ドル化比率が 20%以下の低ドル化国（Low Dollarized Economies）は、域内でマクロ経

済が安定して信用度の高いチリ、メキシコや 2000 年代にカレンシーボード制度を放棄

したアルゼンチンであり、いずれも域内大国である。中米・カリブ地域の主要国はドル

化比率が 20%から 70%の間の中ドル化国（Middle Dollarized Economies）のカテゴリー

に属している。更にドル化比率が 70%を超える国々が高ドル化国（Highly Dollarized 
Economies）であり、ペルー、ボリビア、ウルグアイといった域内小国がこれに該当す

る 4。 
更に、一部の小国（パナマ、エクアドル、エルサルバドルの 3 か国）では自国通貨を

有せず、ドルのみが法定通貨となっている。 
 

図表 3：ドルの利用状況による中南米諸国の分類 
 

ドルの利用 
状況 

 

自国通貨のみ 国内通貨が一部ドル 自国通貨無し 

国内での外貨

建て取引禁止 
ドル化比率

(20%以下) 
ドル化比率

(20%～70%) 
ドル化比率

(70%超) 

ドルのみが 
法定通貨 

(公式ドル化) 

該当国 

 
ブラジル 

コロンビア 
ベネズエラ 

 

チリ 
メキシコ 

アルゼンチン 

中米・カリブ地

域の主要国 

ペルー 
ボリビア 
ウルグアイ 

パナマ 
エクアドル 

エルサルバド

ル 

(出所)IMF(2010)より筆者作成 
 
(2) 高ドル化国でのドル化比率低下の背景 
従来より典型的な高ドル化国とされてきたペルー、ボリビア、ウルグアイの 3 か国に

ついて、2001 年・2010 年時点でのドル化比率を比較したのが図表 4 である。これらの

国々では 1990年代のマクロ安定化で 1980年代のハイパーインフレが鎮静化したにもか

かわらず、2000 年代初頭時点でのドル化比率は依然として高く、自国通貨への信認の

低さが政策上の課題となっていた。 
しかしながら、2000 年代を通じて見るとドル化比率は顕著に低下しており、自国通貨

への信認の高まりとして評価されている 5。また、ドル化比率低下の要因としては、①

マクロ経済の安定、②政策への信認の高まり、③国内の金融市場の成長 の 3 点が指摘

されている 6。 

                                                   
3 ドル化比率に応じた 3 段階の区分は世銀に拠った。 
4 ドル化比率は変動しているため、この区分は固定的なものではなく、あくまで便宜上のものである。 
5 預金・貸出の外貨建てのデータを開示している国は限られているため、IMF が算出したデータに全面的

に拠っている。 
6 中南米の高ドル化国でのドル化比率低下の要因を分析しているものとしては、IMF(2010)、 
García-Escribano and Sosa(2010)がある。 
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図表 4：高ドル化国 3 か国でのドル化比率 
 預金ドル化比率 貸出ドル化比率 

2001 2010 2001 2010 
ペルー 78.5 49.7 78.9 52.1 

ウルグアイ 87.0 76.6 75.1 52.5 
ボリビア 93.2 51.4 94.4 53.8 

（出所）García-Escribano and Sosa(2011)より作成 
 
3 か国でのドル化比率の背景について個別に補足すると以下の通りである。 

○ペルーは、1990 年代フジモリ大統領の下で新自由主義的な政策が推進され、2000 年

代前半にトレド政権への交代があったが、基本的な路線は継続された。更に 2000 年代

後半に登場したガリシア政権の元で対外開放策がより推進される事で、内外の信認が大

きく高まった。2011 年の大統領選挙で当選した中道左派のウマラ氏の下でも、基本的

にガリシア政権の政策が踏襲されている。このようなマクロ経済の安定と政策の継続性

に加えて、政府債務を外貨建てから自国通貨建てにシフトする事を目的とした国内債券

市場の育成が進んだ事も、ドル化比率低下の要因と指摘されている 7。 
○ウルグアイは、2000 年代初頭のアルゼンチン債務危機の余波を受けて経済は大きく

後退したが、その後順調に回復を見せて現在は投資適格の水準にまで戻ってきている。

IMFもウルグアイの取り組みを評価しており、ドル化比率が高いものの金融政策は有効

に機能していると見ている 8。 
○ボリビアは、2000 年代前半は新自由主義的な政策を取っていたが、2000 年代後半以

降はモラレス大統領の下でナショナリズムの強い政策を打ち出しており、ALBA のメン

バーとしてスクレの利用も推進している。一方で、マクロ経済自体は安定しており、資

源産業への海外からの投資誘致にも注力している。 
 
(3) ドル化比率低下の意義 
歴史的にドルの強い影響下に置かれてきた中南米地域にとって脱ドル化自体は遠大

な目標とも言えるものであり、非常に時間のかかるプロセスである事には変わりはない。

中南米地域では、全体的に国のマクロ経済運営に対する信認の改善が見られ、特に南米

地域においては域内主要 10 か国の内、半分が投資適格の水準に達している。世界的に

先進国でもクレジットリスクが悪化し、新興国でも中東欧・中近東地域で先行きが不透

明になっている中で、中南米地域は全般的に安定している。中南米地域では脱ドル化に

向けた準備を着実に整えていく段階に入っていると言える。 
 
 

以 上 

                                                   
7 Garcia-Escribano(2010) 
8 IMF(2008) 
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